
○御殿場市プロポーザル実施要綱 

令和３年６月４日 

告示第２４７号 

改正 令和４年８月１日告示第３２１号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市が発注する業務のうち、プロポーザル方式（市が発注する高度な

技術又は専門的な知識が必要な業務（以下「業務」という。）の契約に当たり、企画又は

技術に関する提案を求め、提案内容及び業務遂行能力が最も優れた者を選定する方式を

いう。以下同じ。）を実施するために必要な事項を定める。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次に定める用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 公募型プロポーザル方式 公募により提案者を募集し、提案資格があると認めた者

から提案を受けるプロポーザル方式をいう。 

(2) 指名型プロポーザル方式 あらかじめ複数の提案者を指名により選定し、当該指名

者から提案を受けるプロポーザル方式をいう。 

（対象） 

第３条 プロポーザル方式の対象となる業務は、次の各号のいずれかに該当するものとす

る。 

(1) 価格のみによる競争では所期の目的を達成できない業務で、優れた提案の活用によ

り効果的な事業実施が見込まれる業務 

(2) その他プロポーザル方式により実施することが適当であると市長が認める業務 

（実施方式） 

第４条 プロポーザル方式の実施は、原則として公募型プロポーザル方式によるものとす

る。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、指名型プロポーザル方式によるこ

とができるものとする。 

(1) 業務の性質又は目的が、公募型プロポーザル方式に適さないとき。 

(2) 公募型プロポーザル方式によることが不利と認められるとき。 

（参加の資格） 

第５条 プロポーザルに参加しようとする者は、業務ごとに次の各号に掲げる要件に該当

する者でなければならない。 

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない

者であること。 

(2) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされ
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ていない者であること。 

(3) 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされ

ていない者であること。 

(4) 御殿場市工事請負契約等に係る指名停止等措置要綱（平成４年御殿場市告示第７８

号）の規定による入札参加資格停止の期間中でない者であること。 

(5) 御殿場市暴力団排除条例（平成２４年御殿場市条例第２４号）に規定する暴力団、

暴力団員、暴力団員等及び暴力団等でない者であること。 

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める要件を満たしている者であること。 

（実施の公表） 

第６条 市長は、公募型プロポーザル方式を実施しようとするときは、業務ごとに次に掲

げる事項を公告及びホームページへの掲載その他の方法により公表するものとする。 

(1) 業務名 

(2) 業務の内容 

(3) 業務の履行期間 

(4) 参加資格に関する事項 

(5) 参加手続に関する事項 

(6) 提案手続に関する事項 

(7) 提案方法に関する事項 

(8) ヒアリングに関する事項 

(9) 提案の評価及び審査の基準に関する事項 

(10) その他市長が必要と認める事項 

（参加表明手続） 

第７条 公募型プロポーザル方式でのプロポーザルに参加しようとする者（以下「参加表

明者」という。）は、前条の公表において指定する期日までに、御殿場市プロポーザル参

加表明書（様式第１号）及び必要書類（当該公表において指定された場合に限る。）を市

長に提出しなければならない。 

（参加資格の確認及び提案手続） 

第８条 市長は、前条の規定に基づく書類の提出があったときは、当該参加表明者が第５

条の規定に基づく参加資格を有する者であるかを確認するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により参加資格を認めた参加表明者（以下「提案資格者」という。）

に対して、御殿場市プロポーザル参加資格確認結果通知書（様式第２号。以下「結果通

知書」という。）によりその旨を通知するとともに、御殿場市プロポーザル関係書類提

出要請書（様式第３号。以下「要請書」という。）により、提案書（様式第４号。以下
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「提案書」という。）及び必要書類の提出を要請するものとする。 

３ 前項の規定により参加資格を認める旨の結果通知を受けた提案資格者は、市長が指定

する期日までに、提案書及び必要書類を市長に提出しなければならない。 

４ 市長は、第１項の規定により参加資格が認められなかった参加表明者に対しては、結

果通知書に理由を付してその旨を通知するものとする。 

（指名者の選定） 

第９条 市長は、指名型プロポーザル方式を実施するときは、当該プロポーザルに係る参

加資格を有すると認める者の中から、提案書の提出を要請するもの（以下「指名者」と

いう。）を選定するものとする。 

（指名の通知） 

第１０条 市長は、前条の規定により指名者を選定したときは、次に掲げる事項を御殿場

市プロポーザル指名通知書（様式第５号。以下「指名通知書」という。）により通知する

ものとする。 

(1) 業務名 

(2) 業務の内容 

(3) 業務の履行期間 

(4) 提案手続に関する事項 

(5) 提案方法に関する事項 

(6) ヒアリングに関する事項 

(7) 提案の評価及び審査の基準に関する事項 

(8) その他市長が必要と認める事項 

２ 市長は、前項の規定により指名者に通知をするときは、併せて御殿場市プロポーザル

意思確認書（様式第６号。以下「意思確認書」という。）並びに要請書により提案書及び

必要書類の提出を要請するものとする。 

３ 前項の規定により要請を受けた指名者は、指名通知書において指定する期日までに、

意思確認書を市長に提出しなければならない。 

４ 提案の意思がある指名者（以下「指名参加者」という。）は、それぞれ要請書におい

て指定する期日までに、提案書及び必要書類を市長に提出しなければならない。 

（提案の審査） 

第１１条 市長は、プロポーザル方式により業務を受注する事業者の候補者を選定するた

め御殿場市プロポーザル審査委員会（以下「委員会」という。）に審査を依頼するものと

する。 

２ 審査委員会の委員（以下、「委員」という。）は、提案書及びヒアリングを実施した
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場合における提案の内容により、評価基準に基づき評価及び審査し、順位付けを行うも

のとする。 

（受注候補者の選定） 

第１２条 市長は、前条の評価及び審査の結果、当該業務の受注候補者を選定する。 

２ 市長は、前項の規定により受注候補者として選定した者（以下「選定者」という。）

及び選定しなかった者に、選定又は選定しなかった旨及び審査結果の順位を御殿場市プ

ロポーザル結果通知書（様式第７号）により通知するものとする。 

３ 市長は、プロポーザル方式の実施結果について、公告及びホームページへの掲載その

他の方法により公表するものとする。 

（一部改正〔令和４年告示３２１号〕） 

（仕様の決定） 

第１３条 市長は、選定者と当該業務の仕様について協議し、その内容を決定する。 

（契約の締結） 

第１４条 市長は、前条の協議により当該業務の仕様を決定したときは、選定者と当該業

務について随意契約の方法により契約を締結し、発注するものとする。 

（参加資格の取消） 

第１５条 提案資格者及び指名参加者が、次の各号のいずれかに該当することとなったと

きは、当該業務に係る提案を行うことができないものとし、既に提出された提案書があ

るときは、これを無効とする。 

(1) 第５条に規定する参加資格を満たさなくなったとき。 

(2) 提案書その他の提出書類に虚偽の記載をしたとき。 

(3) その他不正又は不誠実な行為があったと市長が認めるとき。 

２ 前項の場合において、市長は、当該参加資格者及び指名参加者に対し、提案を行うこ

とができない旨又は提案書を無効とする旨について理由を付して通知する。 

（選定者の変更） 

第１６条 市長は、選定者が第１５条第１項各号のいずれかに該当することとなったとき、

又は選定者と相当の期間内に第１３条に規定する協議が整わず、又は協議をすることが

できないときは、当該選定者に代えて、第１１条の規定による評価及び審査の結果、次

順位であった者を選定者とすることができる。 

（事務処理） 

第１７条 プロポーザル方式の実施に関する事務は、当該業務の実務を所管する部課にお

いて処理する。 

（補則） 
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第１８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、公示の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際、現にプロポーザル方式に関する手続きを開始している契約案件

については、この告示の規定は適用しない。 

附 則（令和４年８月１日告示第３２１号） 

この告示は、公示の日から施行する。 
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様式第１号（第７条関係） 

様式第２号（第８条関係） 

様式第３号（第８条関係） 

様式第４号（第８条、第１０条関係） 

様式第５号（第１０条関係） 

様式第６号（第１０条関係） 

様式第７号（第１２条関係） 

 


